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1. はじめに 

健康で文化的な最低限の生活を営むために必要な社

会基盤整備は地域社会による一種の相互扶助といえ，地

域公共交通計画もそのひとつであると考える．そのために

はまず地域社会を構成する個々の住民が置かれている状

況を適切に認識するとともに，住民が利己的な判断だけで

なく社会全体を見渡し，社会全体をよりよくしようという視点

が必要である．この社会的な視点に立った意見形成が公

共的判断である．そのためには，他者が置かれている状況

に思いをいたし共感することができるための情報が必要と

なるが，人間の情報処理能力には限界があるため，多数の

住民に対し深い共感を形成することは困難である．また，

情報を選択･集約して提供する場合には恣意性の排除が

困難であるというジレンマが存在する． 

このジレンマを解消すべく，田中ら 1)は，次章で述べるよ

うに，住民を少人数からなる複数のグループに分割して少

数の深い情報で構成される情報集合を作成し，意見を表

明する住民がそれらを分担して受け取り意見を表明すると

いう｢分権的調査手法｣を提案した．しかし，この手法では，

住民が置かれている状態の分布が明示的に扱われておら

ず公共的判断を考慮することができない構造となっている． 

そこで，本研究では田中ら 1)の手法に“地域社会の状態

に関する分散情報”を新たに導入し，公共的判断を考慮し

うる新たな分権的調査手法を提案する． 

 

2. モデル分析 

2.1 想定する状況 

本研究では地域住民が他の住民全員の個々の移動環

境水準を認識しきれない人口規模の地域を想定する．な

お「移動環境水準」とは移動のしやすさを指し，「どの程度

行きたい場所へ行き，やりたいことを実行できるか」であると

田中ら 1)は述べている．そのような地域で地域公共交通計

画を検討する際，本研究の手法ではまずその地域におい

て計画策定者が情報提供者𝑗に移動環境水準に関する調

査を行う．情報提供者𝑗の移動環境水準を移動環境水準𝑎𝑗

とする．また本研究では移動環境水準𝑎𝑗に加え，全意見表

明者に全情報提供者𝑗の移動環境水準𝑎𝑗の平均として移

動環境水準𝑎0も用意する．そして計画策定者は意見表明

者𝑖に対して情報提供者𝑗の移動環境水準𝑎𝑗と移動環境水

準𝑎0を分配する．この時これらをそれぞれシグナル𝑠𝑗とシグ

ナル𝑠0と呼び，その集合をシグナル集合𝑆𝑗とする． 

𝑆𝑗 = {𝑠0, 𝑠𝑗} (3) 

ここで移動環境水準𝑎0およびシグナル𝑠0を用意する理

由はシグナルを評価値で表すためである．シグナルをシグ

ナル集合𝑆𝑗で表すことによりこれは二つのシグナルからなり，

平均と分散を持つので平均と分散からなる評価値として表

すことができるようになる．こうすることで式(2)での事後分布

𝑓𝑖′(𝜉)を求めることができる．そしてこの評価値を評価値𝜂𝑗

とする．評価値𝜂𝑗により意見表明者𝑖は当該地域に関して

の認知を更新し，その認知に応じて支払い意思額を表明

する状況を考える．ここで本来意見表明者が政策に対して

表明する意見として，政策への賛否や政策の改善点など

様々なものが考えられるが，本研究では期待支払い意思

額として意見が表明される場合を考える．期待支払い意思

額とは意見表明者が情報提供者及び政策に対し払っても

よいと考える金額の期待値と定義する． 

また本研究では期待支払い意思額を表明するとき公共

的判断を組み込む．具体的な組み込む方法は 2.2 節で説

明する．その上で全情報下での期待支払い意思額と本研

究で提案する分割情報下でのそれを比較し一致するのか

確認する．それをもって本研究における分権的調査手法

が「正当な意見」を集約する手法として妥当であるか確か

める．ここで言う正当な意見とは偏りのない十分な情報提

供をした上での意見であり，全情報下でのものと考える．

 
図-1 想定する状況 
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図-2 全情報下における調査プロセスの概念図 

 

図-3 分割情報下における調査プロセスの概念図 

 

2.2 モデル式 

 本研究では田中ら 1)が提案したモデルを拡張する．田中

ら 2)では意見表明者𝑖は対象地域住民の自分が認知してい

る移動環境水準の平均𝑚′をもとに社会の状態を評価する

としていた．これでは例え移動環境が劣悪な状況にいる

人々が存在していても良い状態の人々が増えれば社会の

状態はよくなると評価される．本研究ではこれだけでなく劣

悪な状況にいる人々の移動環境水準が上昇し，住民間の

移動環境水準の差が小さくなることも評価したいと考える．

そのために自分が認知している移動環境水準の平均𝑚′だ

けでなく分散𝜎2′も用いる．これを公共的判断の一要素と考

える．そこで本研究では自分が認知している移動環境水準

の平均𝑚′だけでなく分散𝜎2′も考慮した評価値として認知

移動環境水準𝜉を用意する．本研究ではこの関数式の特

定までは行わないが，全ての意見表明者𝑖は同一の評価関

数を有するものとする． 

𝜉＝𝜉(𝑚′, 𝜎2′) (1) 

この認知移動環境水準𝜉を用いて田中ら 1)のモデルを拡

張する．意見表明者𝑖の期待支払い意思額𝑊𝑖を以下の式

で表す． 

𝑊𝑖 = ∫ 𝜑(𝜉)𝑓𝑖′(𝜉)𝑑𝜉
∞

−∞

(2) 

 ここで𝜑(𝜉)は支払い意思額関数と呼び，認知移動環境

水準𝜉に対して支払ってもよい金額を表し，本研究では全

員同一であると定義する．𝑓𝑖′(𝜉)は意見表明者𝑖が持つ事

後分布を表す．事後分布𝑓𝑖′(𝜉)とは事前分布𝑓0′(𝜉)に対し

シグナル集合𝑆𝑗を受け取り評価値𝜂𝑗で更新された分布のこ

とである．事前分布𝑓0′(𝜉)とはシグナル集合𝑆𝑗を受け取る前

の意見表明者が想定する社会全体の認知移動環境水準𝜉

の相対頻度分布であり，本研究では全員一定としている． 

 以上のようにして全情報下での全意見表明者の期待支

払い意思額の平均𝑊𝐴と分割情報下での全意見表明者の

期待支払い意思額の平均𝑊𝐵がほぼ一致することを示した． 

𝑊𝐴 ≅ 𝑊𝐵 (3) 

よって本研究における分権的調査手法が「正当な意見」

を集約する手法として妥当であるといえる． 

 

3. 数値分析 

 実際に数値を与えて本研究で扱う分権的調査手法の妥

当性・適切性を確認した．田中ら 5)の数値設定などを利用

した上で本研究で提案する認知移動環境水準𝜉を用いて

も以下の結果が得られた． 

①実際の数値分析においても𝑊𝐴 ≅ 𝑊𝐵が示されること

が分かった 

②情報収集・情報提供の際に生まれる誤差𝜎𝜀
2を減らす

ことによって𝑊𝐴と𝑊𝐵の差は小さくなる 

③意見表明者一人当たりに提供する情報提供人数𝑦を

増加させた場合，𝑊𝐵は𝑊𝐴に近づくことが示された 

 

4. おわりに 

 本研究では公共的判断を考慮しうるよう田中ら 1)のモデ

ルを拡張し，モデル分析や数値分析を通して認知移動環

境水準ξを用いた上で全情報下での期待支払い意思額

𝑊𝐴と分割情報下での期待支払い意思額𝑊𝐵がほぼ一致す

ることを示した． 

 また今後の課題として，本研究では支払い意思額𝜑(𝜉)は

どの意見表明者でも一律としているが実際には異なるであ

ろう点，認知移動環境水準𝜉や評価値𝜂𝑖の関数式の特定ま

では行っていない点などがあげられる．以上の課題を解決

し本研究の分権的調査手法が確立できれば，望ましい社

会の実現に向けて，偏りのない情報提供と公共的判断に

基づいた意見の集約が可能になると考える． 
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